
岐阜県介護事業所における ICT 導入事業費補助金 Q&A 

 

 

 

複数の事業所に係る費用を申請する場合は、法人で１本の申請書にまとめて申請してく

ださい。ただし、所要額調書（別紙１）、ICT 導入計画書（別紙２）は各事業所ごとに作成

し、各事業所の県補助所要額を合算した金額を申請額としてください。 

 

 

 

 

 各事業所に係る費用を明確に分けられない場合は、総事業費を各事業所に導入する機器

の台数などの合理的な按分基礎で按分した額を１事業所あたりの申請額としてください。 

○タブレットなど分別可能な費用：各事業所ごとに配置する台数分を計上 

○共通経費など分別できない費用：タブレットの配置台数などの合理的な基礎で按分して 

各事業所の費用を計上 

 

 

 補助金の交付は、年度に関係なく原則として１事業所１回です。ただし、補助額の合計

が別表に掲げる補助基準額の範囲内であれば、２回目以降の申請も可能です。 

 

 

消費税額は対象外です。 

 

 

パソコン・プリンターは対象外です。 

 

 

 

交付要綱第３条（１）の要件を満たす介護ソフトを既に導入している場合は対象となりま

す。つまり、既に導入されている介護ソフトが、記録業務、情報共有業務、請求業務までを

一気通貫して行うことが可能となっており、介護ソフトをより効果的に使用する目的であ

れば申請することができます。その際は、既に導入している介護ソフトが一気通貫となって

いることが分かる書類（カタログ等）を必ず添付してください。 

 

Q-１ 申請は法人単位、施設単位どちらで行うのか。 

Q-２ 法人としてまとめて契約・購入等するため、各施設ごとの費用を算出できない

が、どうすればよいか。 

Q-５ パソコンは対象となるか。 

Q-６ タブレットや Wi-Fi の整備費用などの、介護ソフト以外の経費のみの申請はで

きるか。 

Q-４ 消費税は対象となるか。 

Q-３ 過去に本補助金の交付を受けたが令和５年度も申請することができるか。 



  

 

既に導入している介護ソフトが、記録、情報共有、請求業務までを一気通貫で（転記無し

で）行うことができるようになっている場合は、「LIFE」への改修のみの申請も対象となり

ます。 

 

 

タブレット端末は対象となりますが、PC は対象外となるため、PC としての機能を含む

型は対象外となります。キーボードの取り外しが可能なものであれば、タブレット部分につ

いては対象となりますが、キーボード部分は対象外となります。 

 

 

 

常勤換算の数値をいれた「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」を提出して下さい

（ない場合は、シフト表や運営基準でも可）。また、ＩＣＴの活用が見込まれる管理者や、

生活相談員、リハビリ職員、事務員等（非常勤含む。）は常勤換算の職員数に含めて差し支

えありません。 

 

 

おおむね１ヶ月～２ヶ月程度です。  

 

 

 

入札は要件としては求めていません。 

 

 

 

（申請から振込までの流れ） 

交付申請→交付決定通知（県）→事業実施→実績報告書→額の確定通知（県）→請求書

→振込 

 

 

 

 

 

 

Q-９ 補助基準額の職員数とは、どこまでの職員の事を対象とするのか。また、確認

書類として何を提出すればよいか。 

Q-１０ 実績報告から振込までおよそどのくらいの日数がかかるか。  

Q-１１ 機器を導入する際、入札は必要か。 

Q-１２ 交付申請から補助金の振込まではどのような流れになるか。 

Q-７ 「LIFE」に対応するための介護ソフトの改修のみの申請も対象となるか。 

 

  

 

 

ｇれｇ Q-８ PC としての機能を含むタブレットは対象となるか。 

 

 

  

 

 

ｇれｇ 



 

 

 

抄本は、今回の補助金に関する費用について記載をしてください。下記の例を参考にし

てください。 

 項目 予算額 備考 

収入 県補助金 

法人負担 

〇〇円（補助金申請額） 

○○円（総事業費ー県補助金） 

 

    

支出 〇〇ソフト 

タブレット 

〇〇円（事業費） 

〇〇円（事業費） 

 

 

 

 

令和３年度の補助要綱から、押印が廃止されました。それに伴い令和３年度はメールでの

提出を受け付けていましたが、大容量のためメールが受信できない等提出確認ができなか

ったケースが多々ありましたので、受領漏れを防ぎ、かつ電子管理を推進するため原則とし

て、郵送と併せてメールでの提出してください。 

 

 

 

 

別紙４及び別紙５は介護ソフトのベンダーに記入を依頼してください（申請者が記入す

るものではありません）。 

別紙４は、ケアプラン標準仕様の連携対象となる介護サービス事業所である場合には提

出が必要です。 

なお、交付要綱第３条（２）のとおり、介護ソフトについては、利用者補足情報、居宅サ

ービス計画１表、居宅サービス計画２表、第６表（サービス利用票）、実績情報、第７表（サ

ービス利用票別表）の全てについて、CSV ファイルの出力・取込機能を実装しているもの

のみが補助対象となりますのでご注意ください。 

別紙５は、LIFE への対応状況により補助率３／４を適用する場合に提出が必要です。 

 

 

 

 

 

Q-１３ 申請書様式の別紙３「事業に係る歳入歳出予算書の抄本」はどのように記載

すればよいか。 

Q-１４ 提出書類への押印は必要か。 

Q-１５ 別紙４（最新版のケアプラン標準仕様への対応状況確認書）、別紙５（LIFE

の CSV取込機能への対応状況確認書）は、それぞれどのような場合に提出が必要か。 

 



 

（参考：ケアプラン標準仕様で居宅介護支援と連携対象となるサービス種別） 

 

 

 

 

補助率に関係なく、申請されようとするすべての事業者は、導入している(今回導入する)

介護ソフトが LIFE に対応していることが要件となります。また、申請書にて、今後 LIFE

に情報提供する意思があることを示していただく必要があります。 

補助率３/４を適用する場合には、年度内かつ実績報告時までに、実際に LIFE に申請し、

CSV 取込機能によりデータ提供を行うことが必要です。 

 

 

 

 

補助率に関係なく、ケアプラン標準仕様の連携対象となる介護サービス事業所は、ケア

プラン標準仕様へ対応していることが原則要件となります。ただし、介護ソフト以外の経

費のみで申請を行う場合を除きます(Q-６参照)。 

 補助率３／４を適用する場合には、年度内かつ実績報告時までに、ケアプラン標準仕様に

対応し、異なる介護ソフトベンダーのユーザー間でデータ連携を行うことが必要です。 

 

Q-１６ LIFE への対応については、補助率１/２と３/４の場合とそれぞれどこまでの

対応が必要か。 

 

 

Q-１７ ケアプラン標準仕様への対応については、補助率１/２と３/４の場合とそれ

ぞれどこまでの対応が必要か。 

 

 



 

 

 

年度内に納品、支払い等の事業が完了したものが補助対象となりますので、年度を越して

の納品・支払いとなった場合は、補助対象外となります。その場合、間に合わなかった経費

について、変更・中止・廃止承認申請書をご提出ください。 

 対象外となった経費については、再度補助を受けられようとする場合、次年度に申請・発

注等をご検討ください。 

 

 

 

 

 必須です。そのため、業務改善支援を受けなかった場合は、補助対象外（補助金返還等）

となりますので、ご注意願います。 

 

 

 

「第三者による業務改善支援」とは、生産性向上ガイドラインに基づき、生産性向上に係

る支援について知識・経験を有する第三者（業務改善を支援する事業者）が、介護事業所に

おいて①事前評価（課題抽出）、②業務改善に係る助言・指導等、③事後評価（導入後の定

着支援も対象）等の支援のことを言います。 

 また、「介護現場における生産性向上の取組に関する研修・相談等」とは、介護テクノロ

ジーを導入・活用するにあたり必要となる職員のスキルアップ研修等や介護事業所からの

生産性向上の取組等に関する相談対応等のことを言います。 

 なお、令和５年度については、厚生労働省が実施したセミナー・フォーラムの動画視聴を

想定しています。詳細につきましては、別途対象事業者へ通知します。 

 

 

 

 令和５年度より、補助を受けた翌年度から３年間、業務改善効果等を厚生労働省と県へ報

告することとなりました。なお、具体的な報告内容や報告方法、報告期限等の詳細について

は、厚生労働省が別途通知するということですので、現時点では未定です。 

 

 

 

Q-１８ 年度内に納品や支払いが間に合わないなど、事業が完了しない場合はどのよ

うにすればよいか。 

Q-１９ 本補助金の交付を受けるには、「第三者による業務改善支援」又は「介護現場

における生産性向上の取組に関する研修・相談等」による支援（以下「業務改善支

援」と言う。）は必須か。 

Q-２０ 業務改善支援とは、具体的に何を指しているのか。 

Q-２１ 厚生労働省への報告はどういう内容か。 


